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おける簡単な導入部につづいて、皿の要件論 とIVの効果論 とについての諸学説の紹介 と解
説が、それぞれほぼなかばつつの分量を占めている。
3.「 法律上の原因な しに他人の給付またはその他の方法によりその者の損失において何か
を取得 した者は、それを返還する義務を負う」という ドイツ民法812条1項1文 の文理か
らいって、 ドイツでは、不当利得に 「給付による」場合 と 「その他の方法による」場合 と
がある、とされていることは、明 らかである。 しかし、他面、同じく同条文の文理から、
不 当利得の成立のためには、「他人の損失において」 と 「法律上の原因なしに」との二つ
の要件のもとに利得が生 じたことを要するとされていることもまた、明白で毒る。
ドイッ民法の立法者は、・多様な不当利得現象が、 この統一的な諸要件によって統括 され
ると考えていた レ、その後の学説?判 例もほぼそれにしたが ってきたのである。すなわち、
旧時の通説によれば、「他人の損失において」という要件は、損失者 と利得者 とのあいだ
で 「直接的に財産が移転することユないし 「単一の利得現象の存在」を意味し、 この要件
は、給付不当利得とその他の方法による不当利得とに共通に要求されていると考えられ、











な し」とされ、その回復が図 られる、というのである。これを要するに、 ドイツ民法812
条1項1文 は、類型論者にいわせれば、給付不当利得の場合は、「他人の給付により何か
を法律上の原因な く取得 した者は、他人に対 し返還義務を負 う」旨を、また、非給付不当
利得については、「他人の損失において給付以外の方法により何かを法律上の原因なく取
得 した者は、他人に対 し返還義務を負う」旨を規定 しているということになる、というわ
けである。
4.効 果論については、本論文は、ほとんどもっぱら、Aが 商品をBに 売却 し、Bが 商品を
受領 し、かつ代金を支払ったが、やがてこの商品がBの 手中で滅失 し、その後に、なんら
かの理由でAB間 の売買が無効であったことが判明 した場合に、Bは 、Aに 代金全額の返





すなわち、AB両 者とも給付されたものの全部を返還する義務を負 う。 しかし、Aの 給付




しか し、二請求権対立説の導出する結果は妥当でないことになる場合が しば しば存する。
そのため、ライヒスゲリヒトは、いわゆる差額説の立場をとった。すなわち、不当利得を
理由に一方の契約当事者がその給付物の返還を請求 した場合、他方当事者のなした反対給
















る ドイツの該当論著のそれぞれを全般的に読破 して、 しかも、各重要項目ごとにその要点を





ず しも十分にこれを展開していない。 しか し、 ドイツの諸学説ないし判例について、本論文
中でなされている精密にして要をえた論述は、今後のわが国におけるこの領域の研究の発達
のために、大いに資するところがあり、さらには、わが国不当利得法学における類型論確立
への礎石となるであろう。
以上によって、本論文提出者は法学博士の学位を授与されるに値するものと認める。
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